
 

           

 

 

令 和 ３ 年 ４ 月 ２ ２ 日  

海 上 保 安 庁   

 

コロナに負けるな！ 
「自由で開かれたインド太平洋」の実現に向けて 

2020年度海上保安庁モバイルコーポレーションチーム活動報告 

 

 

 

 

 

 

 ※2017年10月に発足した諸外国の海上保安能力向上支援に当たる専従部門 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海上保安庁モバイルコーポレーションチーム（MCT）※は、2020年度、

新型コロナウイルスの感染拡大に伴い諸外国との往来が困難な中にお

いても、試行錯誤しながら、インド・太平洋地域の沿岸国8か国に10回の

オンライン研修等を実施しました。 

 

制圧実技の指導の様子（2020年12月、対ベトナム海上警察） 

インドネシアオンライン研修制圧参加者の様子（2020年7月） 

日本側 

ベトナム側 



 

１  2020年度の活動 

MCTは、2017年10月の発足以降、2019年度末までに、14か国に51回派遣し、

各国海上保安機関に対する能力向上支援を実施してきました。2020年度は新型

コロナウイルス感染拡大の影響のため、各国との往来が困難な状況でしたが、

国際協力機構（JICA）や日本財団、笹川平和財団等から協力を得ながら、他の

海上保安官と連携し、画面上でも、相手に分かりやすく伝える方法を試行錯誤

し、能力向上支援を行いました。 

 

【対象国・対象機関・オンライン研修等実施回数】 

対象国 対象機関 オンライン研修等実施回数 

フィリピン フィリピン沿岸警備隊 1回（11月） 

インドネシア インドネシア海上保安機構 2回（7月、1月） 

マレーシア マレーシア海上法令執行庁 
3回（10月、2月、2月） 

※うち1回はインドと共に実施 

ベトナム ベトナム海上警察 1回（12月） 

パラオ パラオ海上法令執行部 1回（3月） 

ジブチ ジブチ沿岸警備隊 1回（2月～3月） 

スリランカ スリランカ沿岸警備庁 1回（2月） 

インド インド沿岸警備隊 
1回（2月） 

※マレーシアと共に実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

２  2021年度の活動予定 

新型コロナウイルスによる影響を注視しつつ、昨年度の結果や課題を踏まえて、対

象機関のニーズに応じた能力向上支援やWeb会議サービスを活用した支援手法につ

いて積極的に活用するとともに、次の支援を計画してまいります。具体的な日程が確定

しましたら改めてお知らせします。 

 

対象国 対象機関 主な支援内容 

フィリピン フィリピン沿岸警備隊 船艇運用整備計画、制圧 

インドネシア インドネシア海上保安機構 犯罪取締り、初動捜査、捜索救助 

マレーシア マレーシア海上法令執行庁 鑑識、法執行、立入検査、潜水 

ベトナム ベトナム海上警察 犯罪取締り、捜索救助 

パラオ パラオ海上法令執行部 救難、法執行 

ジブチ ジブチ沿岸警備隊 立入検査 

スリランカ スリランカ沿岸警備庁 油防除 

 

 

 

 

 

 

 

 

制圧実技の指導の様子（2021年2月、対ジブチ沿岸警備隊） 



 

【参考資料】 

〇支援活動（一例） 

法執行分野 

 

 

 

 

 

 

船舶移乗（現地派遣） 

【2019年11月ジブチ】 

制圧（オンライン） 

【2020年11月フィリピン】 

海保大教授による 

国際法講義（オンライン） 

【2021年1月インドネシア】 

身体捜検（オンライン） 

【2021年1月インドネシア】 

救難防災分野 

 

 

 

 

 

 

えい航※（現地派遣） 

【2020年1月フィリピン】 

油防除（現地派遣） 

【2020年2月スリランカ】 

救助技術（搬送）（オンライン） 

【2021年2月パラオ】 

潜水（事例紹介）（オンライン） 

【2021年2月マレーシア・インド】 

※えい航：主機関などの故障によって航行できない船舶を引っ張って救助する技術 



 

 〇これまでのMCT現地派遣実績（年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

MCT現地派遣回数の推移（年度） 

6か国 

9か国 

14か国 

2017年10月 海上保安庁モバイルコーポレーションチームが7名で発足 
2019年 7月 10名に増員 
2020年10月 13名に増員 



 

インドネシア地元紙「detiknews」 

（2020.7.9） 
 インドネシア海上保安機構に対する
法執行分野のオンライン研修について
オンライン記事で紹介。両国の過去の
協力実績についても言及があった。 

パラオ地元紙「ISLANDTIMES」

（2021.3.17） 
 パラオ海上保安執行部に対する法
執行・救難分野オンライン研修につい
て紹介。現地職員の笑顔あふれる集
合写真が印象的。 
 

 

【別添】現地での報道状況（一例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


